
豊中市農業近代化施設等事業補助金交付要綱 

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、市内農家の経営の近代化を図るため、能率的、効率的な農

業施設等の設置を目的とする事業に対して、事業費の一部を補助することを

もって、農業振興を図るものである。 

 

（補助対象者） 

第２条  補助金を受けることのできる者は、次に掲げるものとする。 

 （１）農業者 

 （２）農業者が組織する団体 

 （３）その他市長が適当と認めるもの 

 

（補助対象及び補助率） 

第３条  補助金の交付対象及び補助率は、別表に掲げるとおりとし、補助額は

１００，０００円を限度とする。ただし、千円未満の補助額は切り捨てるも

のとする。 

 

（補助金交付の申込み） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、事業実施者から別に定めるところ

により、事業計画、収支予算その他市長が必要と認める事項を記載した補助

金交付申込書（様式第１号）を提出するものとする。 

 

（補助金の交付決定） 

第５条  市長は前項の規定により申込書の提出があったときは、その内容を審

査のうえ、補助金の交付の可否を決定し、その結果を補助金交付決定通知書

（様式第２－１号）又は補助金不交付決定通知書（様式第２－２号）により

申込者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付請求） 

第６条 前条の通知を受けた者は、補助金交付請求書（様式第３号）を速やか

に市長に提出しなければならない。 

 

（流用の禁止） 

第７条 補助金の交付を受けた者は、当該補助金を他の経費に流用してはなら

ない。 

 

（実績報告） 

第８条 補助金の交付を受けた者は、すみやかに補助事業実績報告書（様式第

４号）を市長に提出するものとする。 



（補助金の返還） 

第９条 市長は、補助金の交付を受けた者が、次の各号の１に該当すると認め

るときは補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（１）この要綱の規定又は市長の指示に違反したとき。 

 （２）補助金交付条件に違反したとき。 

 （３）補助事業等の施行方法が不適当であったとき。 

 （４）経費の支出額が予算額に比べて減少したとき。 

 

 

 

   附 則 

この要綱は、昭和３７年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、昭和５０年度から適用する。 

  附 則 

この要綱は、昭和５９年３月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、昭和５９年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和６２年６月１日に施行し、同日から適用する。 

   附 則 

この要綱は、平成１２年４月１日に施行し、同日から適用する。 

  附 則 

この要綱は、平成１５年４月１５日に施行し、同日から適用する。 

  附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行し、同日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年１月１日から施行し、同日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別 表 

 

補  助  対  象 補 助 率 

１ 野菜、花き等の不時栽培を行なうための施設を設置す

るために必要な資材の購入に要する経費 

（大 型）   （２アール以上） 

 

当該経費の 

３５パーセント 

２ 野菜、花き等の栽培を行なうために必要と認められる

機材等の購入に要する経費 

３ その他農業近代化施設等として特に必要であると市長

が認めたものに要する経費 

 

ただし、 

１ 補助対象は、市内で耕作・栽培に要する資材、機材とする。 

２ 補助対象となる資材、機材等の購入に要する経費は、１０万円未満は対象

としない。 

 


